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（１）概 　　況
　滋賀県は、日本列島のほぼ中央に位置し、近畿、東海、北陸地方を結ぶ交通の要衝にあり、

面積は国土の約１％を占めている。中央には県土の総面積の約６分の 1を占めるわが国最大の

湖である琵琶湖があり、周囲を伊吹、鈴鹿、比叡、比良などの山々が囲み、これらを源として

120 を超える一級河川が湖に注ぎ、琵琶湖の水は県民 140 万人だけでなく、唯一の流出河川で

ある瀬田川から宇治川、淀川となり、その流域となる近畿圏域の産業、生活、文化の発展を支

える貴重な水源となっている。

　本県は都に近く、また、琵琶湖があることから古くは「近江の国」と呼ばれており、現在の

滋賀県は、明治４年の廃藩置県により大津県・長浜県が置かれ、翌５年に両県が統合され滋賀

県と改称したことに遡る。県内の市町村は「平成の大合併」により 13市６町（平成 25年４月

１日現在）に編成され人口 1,416,500 人（平成 26年 10 月１日現在滋賀県推計人口年報）を有

している。

　本県の経済は、昭和 20年代までは農業が中心で、工業は、琵琶湖の豊かな水に恵まれ繊維産

業が主流を占めていた。昭和 30年代に入り鉄道や道路交通網の整備が進み、特に名神高速道路、

東海道新幹線の開通を契機に、京阪神、中京、北陸の接点としての重要性が高まり、30年代後

半から県内への工場立地が急速に進み、40年代は人口も増加し始め、道路整備の進展や工業団

地の積極的な造成を背景として、高速道路沿いに、電気機械、一般機械、金属およびプラスチッ

クをはじめとした加工組立型産業の立地が進んだ。以後、広域的な利便性と大都市への近接性

等交通・物流の優位性から、大企業を中心として、電気・電子をはじめ一般機械の部品等を製

作する下請け関連産業等の集積が広く進み、全国有数の工業県へと変貌を遂げた。平成４年の

バブル崩壊以降は、平成 14年１月を景気の谷に、輸出増と企業収益改善に伴う設備投資増に牽

引された緩やかな回復局面に入り、平成 18年 11 月には景気拡大期間が戦後最長のいざなぎ景

気を超えたと言われたが、平成 20 年秋、アメリカの金融危機に端を発する世界経済の減速に

より、県内の製造企業をはじめ多くの業種で生産減少などによる景気の急激な低下から、雇用

情勢も平成 21年６月には有効求人倍率が過去最低となるなど厳しい状況となった。その後、東

日本大震災や円高などの影響による停滞もあったが、政府の景気対策等により、徐々に回復し、

平成 27年 5月の全国有効求人倍率は、1.19 倍で 23 年ぶりの高い水準となり、県内の平成 27

年 5月の有効求人倍率も 1.07 倍で平成 20年 6月以降では最高値となった。雇用情勢は一部に

厳しさが見られるものの、改善が進んでおり、県内景気動向は、平成 26年 4月より消費税が 5％

から 8％に引き上げられ、それに伴う駆け込み需要の反動がみられていたが、基調的には緩やか

に回復している。

１．　管　内　概　況
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（２）人　　口
　本県の人口は、昭和 40 年頃までは 85 万人程度で推移していたが、産業活動が活発にな
るにつれ、大都市近郊という地理的条件から県南部を中心に昭和 40 年代後半から人口が
急増し始め、昭和 51 年７月に 100 万人を超え、平成 20 年８月には 140 万人を超えました。
　平成 26 年 10 月１日時点の前年比較で、総人口は 452 人、0.03% の減少となり、昭和 41
年以来 48 年ぶりに減少に転じた。
　なお、平成 26 年 10 月１日現在の本県人口は 1,416,500 人（推計値）となっている。

毎月 10 月１日現在の人口（推計値）及び増加率
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人口動態（平成 26 年）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

転出者転入者死亡出生
自然動態 社会動態
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31,877 32,838 　平成 26 年における本県の人口動態を見ると、
自然動態においては、出生数 12,864 人、死亡数
12,355 人で、出生数が死亡数を上回っており、
社会動態では、転入者数が 31,877 人、転出者数
が 32,838 人と転出が転入を上回った。

（３）生産と雇用の動向
　本県は、全国有数の内陸工業県であり、平成 24 年度県民経済計算において、県内総生
産に占める第二次産業の構成比が 40.9%( 全国平均 23.5%) で全国 1 位となっている。
　平成 24 年度の経済活動別県内総生産（実質）をみると、第一次産業では 462 億円で前
年比 3.4% 増加、第三次産業は３兆 4,697 億円で前年比 1.1% 増加、第二次産業は２兆 8,943
億円で前年比 4.0% 減少した。

資料出所：滋賀県
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　平成 24 年度の経済成長率は、名目が 1.3％減で２年連続、物価変動の影響を除いた実質
が 1.1％減となり、３年ぶりに減少となった。同年度の国の経済成長率は、名目は 0.2％減
で２年連続の減少、実質は 0.7％増で３年連続の増加となっており、本県の成長率は全国
の成長率を名目で 1.1 ポイント下回り、実質でも 1.8 ポイント下回っている。平成 26 年の
滋賀県における鉱工業生産の動向をみると、鉱工業生産指数 ( 原指数 ) は対前年比 1.2 ポ
イント減の 102.2( 平成 22 年＝ 100) と２年ぶりに低下した。

鉱工業生産指数（H22=100）
 滋賀県 全国
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　雇用の動きを常用雇用指数（事業所規模 30 人以上・平成 22 年＝ 100）でみると、平成
26 年の産業計では 98.8 となり前年に比べ 2.3 ポイントの低下となった。全国と比較する
と 1.1 ポイント下回っている。

　産業別に常用労働者数の対前年増減率をみると、運輸業 , 郵便業（2.6% 増）、飲食サー
ビス業等（2.5% 増）、医療 , 福祉（1.7％増）、学術研究等（1.3％増）などで増加したが、
その他のサービス業（17.9% 減）、卸売業 , 小売業（4.0% 減）、製造業（2.8% 減）などで減
少した

資料出所：経済産業省・滋賀県

資料出所：経済産業省・滋賀県
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平成 27 年 4 月１日現在
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長浜公共職業安定所

彦根公共職業安定所

彦根労働基準監督署

東近江労働基準監督署

東近江公共職業安定所

甲賀公共職業安定所

草津公共職業安定所大津公共職業安定所

大津公共職業安定所
高島出張所

大津労働基準監督署

岐　阜　県

福　井　県

三　重　県

大　阪　府

京　都　府

長浜市

米原市

多賀町

彦根市

東近江市

近江八幡市

竜王町

湖南市

大津市

野洲市
守山市

草津市

高島市

日野町

甲賀市

栗東市

愛荘町

甲良町豊郷町

…労働基準監督署
…公共職業安定所

２．　管　内　図
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署・所　名 住　　　所 電話・ファックス 管　轄　区　域

1
大　津
労働基準監督署

〒 520-0802
大津市馬場 3 丁目
14-17

TEL 077-522-6641
FAX 077-522-6252

大津市、草津市、守山市、
栗東市、野洲市、高島市

2
彦　根
労働基準監督署

〒 522-0054
彦根市西今町 58-3

（彦根地方合同庁舎 3 階）

TEL 0749-22-0654
FAX 0749-26-0241

彦根市、長浜市、米原市、
愛知郡（愛荘町）、犬上郡（豊
郷町、甲良町、多賀町）

3
東近江
労働基準監督署

〒 527-8554
東近江市八日市緑町
8-14

TEL 0748-22-0394
FAX 0748-22-0613

近江八幡市、甲賀市、湖南市、
東近江市、蒲生郡（日野町、
竜王町）

①
大　津
公共職業安定所

〒 520-0043
大津市中央 4 丁目
6-52

TEL 077-522-3773
FAX 077-526-1690

大津市

②
大　津
公共職業安定所
高島出張所

〒 520-1214
高島市安曇川町末広
4 丁目 37

TEL 0740-32-0047
FAX 0740-32-3419

高島市

③
長　浜
公共職業安定所

〒 526-0032
長浜市南高田町字
辻村 110

TEL 0749-62-2030
FAX 0749-65-3246

長浜市、米原市

④
彦　根
公共職業安定所

〒 522-0054
彦根市西今町 58-3

（彦根地方合同庁舎1階）

TEL 0749-22-2500
FAX 0749-26-5186

彦根市、愛知郡（愛荘町）、
犬上郡（豊郷町、甲良町、
多賀町）

⑤
東近江
公共職業安定所

〒 527-0023
東近江市八日市緑町
11-19

TEL 0748-22-1020
FAX 0748-25-0741

近江八幡市、東近江市、
蒲生郡（日野町、竜王町）

⑥
甲　賀
公共職業安定所

〒 528-0031
甲賀市水口町本町
3 丁目 1-16

TEL 0748-62-0651
FAX 0748-63-1825

甲賀市、湖南市

⑦
草　津
公共職業安定所

〒 525-0027
草津市野村 5 丁目
17-1

TEL 077-562-3720
FAX 077-562-9692

草津市、守山市、栗東市、
野洲市

労働基準監督署・公共職業安定所別管轄区域等
平成 27 年 4 月 1 日現在
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３．滋　賀　労　働　行　政　組　織　図

滋賀労働局長

総 務 部 総 務 課

企 画 室

労働保険徴収室

監 督 課

健 康 安 全 課

賃 金 室

労 災 補 償 課

職 業 安 定 課

職 業 対 策 課

地方訓練受講者支援室

需給調整事業室

労働基準監督署

公共職業安定所

労 働 基 準 部

職 業 安 定 部

雇 用 均 等 室

滋 賀 地 方 労 働 審 議 会
滋 賀 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

大津労働基準監督署

彦根労働基準監督署

東近江労働基準監督署

平成 27 年 4 月 1 日現在

高 島 出 張 所

滋賀新卒応援ハローワーク

守 山 市 地 域 職 業 相 談 室

東 近 江 マ ザ ー ズ コ ー ナ ー

ハローワークプラザ近江八幡

大津公共職業安定所

長浜公共職業安定所

彦根公共職業安定所

東近江公共職業安定所

甲賀公共職業安定所

草津公共職業安定所

御 幸 庁 舎

梅 林 庁 舎

（注）　　　　は付属施設
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４．総 務 部 の 概 要

総務課
　職員の任免、給与、服務、研修、福利厚生並びにその他の人事に関する業務
及び経費、収入の予算、決算など会計に関する業務を行っており、綱紀の保持、
健康管理、適正な予算執行に努めるとともに、各部・室及び管下 3 労働基準監
督署、6 公共職業安定所・1 出張所の業務が円滑に進められるよう、総合的な
業務を行っています。
　また、「滋賀労働局法令遵守委員会」を局内に設置し、法令の遵守に係る継
続的な検証を行っています。

企画室
　労働局としての総合的かつ基本的な政策の企画や労働局内の事務の総合調
整、地方労働審議会の運営に関する事務を行っています。
　また、総合的な労働相談等個別労働紛争解決制度に関すること、行政文書の
情報公開請求や個人情報開示請求に関すること、企業が行う雇用労働者の個人
情報保護に関すること、公益通報者保護法に関すること、地方労働審議会に関
すること、勤労青少年の福祉の増進に関することなどを行っています。
　労働局全体の広報窓口も担っており、ホームページを開設し、労働行政の効
果的な広報を行うとともに、定例記者会見を行うなどにより最新情報の発信に
努めています。

労働保険徴収室
　労働行政の各種施策の実施を財政面で支える労働保険の保険関係の適用業務、
労働保険料の徴収業務及び労働保険事務組合の指導・育成業務を行っています。

① 情報公開受付処理状況
　平成 26 年度中に情報公開窓口である企画室において情報公開法にかかる行政文書開示請
求書を受理したのは 40 件で、前年度より 18 件増加した。
　また、個人情報保護法にかかる開示請求書を受理したのは 60 件で、前年度より 8 件増加
した。

② 個別労働紛争解決制度の運用状況
　平成 26 年度において、労働局及び大津、
彦根、東近江各監督署に設置した「総合労
働相談コーナー」に寄せられた労働相談は
10,162 件であった。
　このうち、労働関係法令上の違反を伴わ
ない、解雇、労働条件の引下げ、いじめ・
嫌がらせ等のいわゆる民事上の個別労働紛
争に関する相談は 2,529 件であった。
　個別労働紛争に関する相談内容の内訳を

相談内容の内訳
普通解雇 8.2%

整理解雇 0.8%
懲戒解雇 1.2%
労働条件引き下げ
8.9%
出向・配置転換
4.0%

退職勧奨 9.4%

懲戒処分 2.3%

採用内定取消
0.4%

雇止め 4.1%

昇給・昇格 0.6%自己都合退職 10.5%
その他の労働条件 11.1%

募集・採用 1.6%

定年等 0.2%

雇用管理等 3.3%

いじめ・嫌がらせ
21.9%

賠償 4.4%

その他 6.7%
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見ると、前年度に引き続き「いじめ・嫌がらせ」が 21.9％と最も多く、次いで「その他の
労働条件」が 11.1％、「自己都合退職」が 10.5％、「退職勧奨」が 9.4％であった。対前年度
増減率を見ると、「いじめ・嫌がらせ」が 1.3％増、「出向・配置転換」が 1.3％増、「自己都
合退職」が 3.4％減であった。
　労働局長による助言・指導の申し出は 188 件、紛争調整委員会によるあっせんの申請は
73 件であった。あっせんにおいて、年度内に手続きを終了した 65 件のうち、合意が成立し
たのは 26 件で、合意率は 40.0% であった。

③ 労働保険適用事業及び労働者数等の状況
　労働保険の適用状況は、労災保険では平成 23 年度から増加傾向で推移し、平成 26 年度
末では 26,872 事業場で、対前年比 0.99% の増加となった。
　また、労働者数は、平成 22 年度までは減少傾向で推移していたが、平成 23 年度から増
加傾向に転じ、平成 26 年度末では 454,882 人、対前年比 1.14％の増加となった。

　雇用保険の適用事業所数は、平成 23 年度末まで増加していたが、平成 24 年度は減少と
なり、平成 26 年度末では 19,863 事業所と対前年度で 251 事業所（対前年度比 1.28％増）と
再び増加し、被保険者数では 325,149 人と対前年度で 2,634 人（同 0.82％増）の増加となっ
ている。
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業種別事業場割合　　H27.3.31 現在
（労災保険）

業種別労働者割合　　H27.3.31 現在
（労災保険）

林業　0.6%
漁業　0% 鉱業　0.1% 建設業　24.1%

製造業　18.7%

運輸業　2.5%

電気・ガス水道業　0.1%その他事業　53.9%
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製造業　34.9%

運輸業　3.1%

電気・ガス水道業　0.3%その他事業　53.9%

④ 労働保険料等徴定・収納の状況
　平成 26 年度の労働保険料徴収決定額は、256 億 1,465 万円となった。これを前年度と比
較すると、9 億 3,533 万円（対前年比 3.79％増）の増加となった。
　収納済額は、252 億 5,271 万円となった。これを前年度と比較すると、9 億 2,010 万円（同
3.78％増）の増加となった。
　収納率は、98.59％となり、前年度と比較すると 0.01 ポイント微減となった。
　平成 19 年度より徴収が開始された一般拠出金については、徴収決定額は 3,014 万円となっ
た。収納済額は 2,943 万円となった。収納率は 97.64% であった。

⑤ 保険料等滞納処分の状況
　平成 26 年度における保険料滞納処分の状況は、交付要求したもの 25 件、差押 4 件、執
行停止 11 件、不納欠損 305 件であった。
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⑥ 労災勘定・雇用勘定収支状況
　平成 26 年度の労災勘定における科目振分状況は 76 億 9,924 万円で、収納額は 75 億 6,511
万円となり、収納率は 98.26％となった。
　また、収支状況では、支払済額が 87 億 7,863 万円で、収支率は 116.0％となり、前年度を 5.8
ポイント下回った。

　雇用勘定における科目振分状況は 179 億 1,540 万円で、収納額が 176 億 8,759 万円となり、
収納率は 98.73％となった。
　支払済額は 152 億 5,751 万円で、収支率は 86.3％となり、前年度を 10.1 ポイント下回った。
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５．労 働 基 準 部 の 概 要

監督課
　労働基準法等の関係法令に基づき、長時間労働の抑制、過重労働による健康障
害防止、賃金不払残業の解消等の労働条件の確保・改善対策を推進しています。
　また、労働時間、賃金の支払、解雇等に関する労使からの相談対応や事業場に
対する監督指導、司法処理を行うとともに、未払賃金立替払制度による労働者保
護を図っています。
　さらに、働き方改革の推進、年次有給休暇の取得促進、労働時間等の設定改善
などの仕事と生活の調和の実現に向けた取組も行っています。

健康安全課
　労働安全衛生法等の関係法令や各種ガイドラインに基づき、事業者が労働者の
安全と健康の確保のための措置を行うよう、事業場に対する指導や災害防止団体
などの取組を支援することにより、労働災害の防止、労働者のメンタルヘルス対
策や健康確保対策を推進しています。
　クレーンやボイラー等の検査、労働安全衛生法に基づく免許の申請手続業務及
びじん肺管理区分の決定や一定の有害業務に就いて離職された方の健康管理に関
する業務を行っています。

賃金室
　最低賃金法に基づき、滋賀県最低賃金と特定（産業別）最低賃金を滋賀地方最
低賃金審議会に諮り決定するとともに、最低賃金が遵守されるよう、その周知や
事業場に対する指導を行っています。
　家内労働法に基づく家内労働者の労働条件の改善やその実態調査、最低工賃の
周知等を行っています。
　また、最低賃金の引き上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業とし
て、業務改善助成金の交付等を行っています。

労災補償課
　業務災害又は通勤災害により生じた労働者の負傷、疾病、休業、障害又は死亡
に対し、療養、休業、障害、遺族、介護など必要な保険給付を行うとともに、被
災労働者の社会復帰の促進、被災労働者やその遺族への援護など労働者の福祉の
増進を図っています。
　また、職場での定期健康診断等の結果、脳・心臓疾患の発症に関連する一定の
項目に異常の所見があると認められた場合には、二次健康診断等の給付を行って
います。
さらに、平成 23 年 8 月 30 日施行の「改正石綿救済法」に基づき、石綿（アスベ
スト）による健康被害者の遺族に対し、特別遺族給付金の支給を行っています。
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定期監督等（※）実施状況の推移
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① 監督指導の実施状況
　滋賀県内の労働基準法適用対象

事業場数は 41,794 事業場で、常用

雇用労働者数は 552,458 人（「経済

センサス－基礎調査」（平成 21 年））

となっている。

　平成 26 年の定期監督等（※）

実施事業場数は 1,830 事業場で、

うち違反事業場数は 1，306 事業場、

違反率は 71.4％であった。
　※定期監督、災害調査、災害時監督

　主な違反内容の状況は、労働時
間・休日に関する違反が 424 事業
場と最も多く､ 定期監督等実施事
業場数（1,830 事業場）の 23.2% を
占めており、次いで安全基準関係
違反が 325 事業場（17.8%）割増賃
金関係違反が 276 事業場（15.1%）
の順となっている。

② 申告処理の状況　( 家内労働法関係を除く。) 

　平成 26 年に、労働者からの

申告に基づき調査を行った事

業場数は 280 事業場で、うち

219 事業場に対し監督指導を実

施した。

　完結事業場数は 254 事業場

で、完結率は 90.7% であった。

　申告内容の内訳（複数計上

を含む。）は、賃金不払 202 件、

解雇 37 件、労基法その他 18

件の順となっている。

※�一の事業場において複数の違反が認められる場合があることから、
違反率の合計は 100％とはならない。
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司法処理（送検件数）の推移
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③ 司法処理の状況
　平成 26 年の送検件数は、前年比

5 件増の 14 件となった。この内訳

は、労働基準法又は最低賃金法に

係るものが 4 件、労働安全衛生法

に係るものが 10 件であった。

　業種別では、その他の事業が 4

件、製造業 3 件、運輸交通業 3 件

他となっている。

④ 労働時間の状況
　平成 26 年の滋賀県内の規模 30 人以上の事業場における総実労働時間は 1,776 時間で、前

年に比べ 20 時間減少し、全国平均を 12 時間下回った。所定内労働時間は 1,621 時間で、前

年に比べ 18 時間減少し、全国平均を 13 時間下回った。

　平成 26 年の産業別の総労働時間の状況は、建設業が 2,030 時間と最も長く、次いで製造

業の 1,986 時間、金融・保険業の 1,858

時間と続き、最も短いのは卸小売業の

1,467 時間となっている。

　所定内労働時間は、建設業が 1,898

時間と最も長く、最も短いのは卸小売

業の 1,411 時間となっている。

　所定外労働時間は、運輸業が 259 時

間と最も長く、最も短いのは卸小売業

の 56 時間となっている。

資料出所 : 厚生労働省「毎月勤労統計調査」

資料出所 : 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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業種別死傷者数割合 (26 年 )
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⑤ 年次有給休暇取得率の推移

⑥ 労働災害発生状況

　平成 26 年の滋賀県内の年次有給
休暇取得率は 2 年連続で低下し、
50.5％となった。
　一方、平成 26 年の全国の年次有
給休暇取得率は前年から増加に転
じ、48.8％となったことから、その
差は 1.7 ポイントまで縮まった。

資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査」・滋賀県「労働条件実態調査」
注）30 人以上規模の事業所の数値

　平成 26 年の休業 4 日以上の死傷者数は

1,404 人で、前年に比べ 18 人（－ 1.3％）減少、

15 年ぶりの 2 年連続の減少となった。死亡

者数は 10 人で前年に比べ２人の減少となっ

ている。

　業種別の死傷者数は、前年に比べて、製造
業、運輸交通業で減少となったが、建設業、
第三次産業（運輸交通業及び貨物取扱業を除
く。）で増加している。

　死亡災害は、建設業が 2 人、商業が２人、
製造業が 1 人、運輸交通業が 1 人となって
いる。

　事故の型別の死傷者数は、「転倒」が 21.9％
と最も多く、次いで「墜落・転落」が 18.7％、

「はさまれ・巻き込まれ」が 14.8％の順で発生
している。
　死亡災害は、全て違う事故の型で発生して
いる。
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　平成 26 年の業務上疾病の発生件数は

149 人で、前年より大幅に増加した（＋

41 人）。

　疾病別にみると、腰痛が疾病全体の

71.8% を占めている。

⑦ 業務上疾病発生状況

⑧ 定期健康診断実施状況

⑩ 最低賃金等の状況

業務上疾病発生状況
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滋賀県最低賃金額及び引上率の推移
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定期健康診断実施状況及び有所見率の推移
（50 人以上規模事業場）
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　平成 26 年の定期健康診断で何ら

かの所見があった労働者の割合は、

2 年連続で 50％を超え、50.4％で

あった。（50 人規模以上の事業場 1，

266 事業場、延べ受診者数 152,401

人を集計）

　健診項目別の有所見率は、血中

脂質が 30.2％と最も高く、次いで、

血圧、肝機能、血糖、心電図の順

であり、生活習慣病の要因となる

所見率が高い。

⑨ 特定機械設置状況
25 年 26 年

ボイラー 561 545
第一種圧力容器 1,296 1,304
クレーン 1,782 1,808
移動式クレーン 705 712
エレベーター、ゴンドラ 837 849

　平成 26 年末の特定機械の設置状況

は左表のとおりである。

　昭和 47 年 7 月 1 日に滋賀県の地域
別最低賃金（滋賀県最低賃金）を定め、
以降、改正回数が 40 回目となった。
　平成 14 年 9 月 29 日から滋賀県最
低賃金は時間額のみとなり、平成 26
年 10 月 9 日から 1 時間 746 円に改定
された。
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滋賀県最低賃金と特定（産業別）最低賃金の推移

滋賀県最低賃金 623 635 640 647 651 651 651 652 657 662 677 691 693 706 709 716 730 746
新繊維工業（平成 18 年12月新設） 710 718 726 727 732 736 742 750 760
繊維工業 669 681 688 693 695 695 695 695 696 696 696 696 696 696
窯業・土石製品製造業 738 752 760 766 771 772 773 774 778 783 795 807 810 817 821 827 836 848
鉄鋼業 739 753 760 766 771 772 773 775 775 775 775 775 775 775 775 775 775 775
一般機械器具製造業 738 752 760 766 771 772 773 774 778 784 797 808 811 818 822 828 835 847
精密・電気機械器具製造業 810 818 830
電気機械器具製造業 721 735 742 748 753 754 755 757 761 766 778 790 793 800 804
精密機械器具製造業 733 747 754 758 760 761 762 763 767 772 784 796 799 805 806
自動車・同附属品製造業 738 752 760 766 771 772 773 775 780 786 798 810 813 820 824 830 839 851
各種商品小売業 678 691 697 703 707 708 709 710 713 717 727 738 740 747 751 757 765 775
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※特定（産業別）最低賃金は、平成 13 年度までは日額時間併用表示方式、14 年度からは時間額単独表示方式となったが比較の
　ため時間額のみ表示。
※「一般機械器具製造業」は平成 20 年度より「はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業」に名称変更。
※「繊維工業」は、平成 23 年 12 月 31 日廃止。
※平成 24年 12 月 28 日「電気機械器具製造業」と「精密機械器具製造業」を廃止し、「精密機械器具・電気機械器具製造業」を新設。

滋賀県最低賃金学及び引き上げ率の推移
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最賃額 437  447  461  480  503  528  550  567  581  596  609  623  635  640  647  651  651  651  652  657  662  677  691  693  706  709  716  730  746
引上率 3.04  2.20  3.05  4.16  4.88  4.87  4.22  3.16  2.38  2.37  2.27  2.37  1.91  0.97  0.84  0.70  0.00  0.00  0.15  0.77  0.76  2.27  2.07  0.29  1.88  0.42  0.99  1.96  2.19 

※最低賃金額は平成 14 年度より時間額単独表示方式となったため、平成 13 年度までは日額の引上率、14 年度からは時間額の
　引上率で表示。
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業種別従事者の状況
平成 27年４月 1日現在

繊維関係製造業
39.4%

木材家具製造業
3.0%

パルプ紙
加工品製造業
6.1%

出版印刷
関連産業 1.5%

ゴム製品製造業 2.3%
なめし革・毛皮製造業 1.5%

窯業・土石製品製造業 0.2%

金属製品製造業 1.1%

電気機械器具等製造業
15.5%

化学・鉄鋼・非鉄・
一般・輸送・
精密製造業 2.1%

情報通信機器製造業
0.5%

その他の製造業
26.1%

食料品関係製造業
0.6%

給付種類別支払状況（26 年度）
療養（補償）給付
27.8%

休業（補償）給付
14.8%

障害（補償）一時金
7.1%

遺族（補償）一時金　1.0%葬祭料葬祭給付　0.4%
介護（補償）給付　1.1%

二次健康診断等給付　0.3%

年金等給付　47.5%

業種別支払状況（26 年度）
林業　2.7％ 鉱業　2.1％ 建設事業　26.5％

製造業　32.5％
運輸業　9.2％

電気・ガス・
水道業　0.1％

その他事業
26.8％

⑪ 家内労働の状況
　平成 27 年 4 月 1 日現在における委
託者数は 182 人、家内労働者数は 2,436
人となっている。昨年同期に比べて
委託者は 9 人減少し、家内労働者は
328 人減少している。
　業種別の従事者数は、繊維関係製
造業従事者が最も多く、960 人で、全
体の 39.4％を占めている。
　また、電気機械器具等製造業（電
気機械器具製造業と電子部品・デ
バイス製造業）従事者は、378 人で
15.5％となり、繊維関係製造業従事者
に次いで高い割合となっている。

⑫ 労災保険給付の状況
　平成 26 年度における労災保険給付
の状況をみると、業務災害・通勤災
害を合わせた新規受給者は、前年度
より 22 人増加し 7,413 人であり、給
付金総額は 86 億 260 万円と、前年を
1 億 3,773 万円下回った。
　給付の種類別では、年金等給付が
全体の 47.5％を占め、次いで療養（補
償）給付が 27.8％、休業（補償）給付
が 14.8％となっている。

　給付総額に占める業種別の割合は、

製造業が 32.5％と最も高く、次いで、

その他事業の 26.8％となっており、

製造業とその他事業で全体の約 6 割

(59.30％ ) を占めている。

（件）

区分　　　　　　　　年度 平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

脳・心臓
疾 患

請求件数 注１ 12 7 15 6 7
決定件数 注 2 7 10 7 17 6
うち支給決定件数 注３ 5 7 2 7 5

精神障害
請求件数 注１ 19 16 13 8 15
決定件数 注 2 11 15 16 10 10
うち支給決定件数 注３ 5 6 8 3 5

注 1�脳・心臓・精神、22 年度請求件
数に前年度残、脳心４件・精神５
件を含む。

注 2�決定件数は、当該年度内に業務上
又は業務外の決定を行った件数及
び取下げ件数で、当該年度以前に
請求があったものを含む。

注 3�支給決定件数は、決定件数のうち
「業務上」と認定した件数である。

脳・心臓疾患、精神疾患の労災補償状況
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労災保険給付新規受給者数 （人）

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

新規受給者数 7,224 7,869 7,783 7,391 7,413

労災保険給付状況 （円）

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

療養（補償）給付 2,213,502,545 2,212,690,114 2,390,547,856 2,400,781,118 2,397,445,053

休業（補償）給付 1,341,650,519 1,296,225,533 1,347,559,317 1,314,042,467 1,279,000,990

障害（補償）一時金 531,176,859 470,916,414 544,017,841 572,575,741 616,779,787

遺族（補償）一時金 49,844,746 130,876,983 72,465,988 71,579,031 86,195,093

葬祭料・葬祭給付 23,864,102 17,468,310 19,353,330 21,824,010 31,263,330

介護（補償）給付 89,719,237 90,092,342 95,862,145 88,275,470 95,778,418

年 金 等 給 付 4,517,837,990 4,363,259,423 4,328,070,719 4,271,258,151 4,096,137,581

特 別 支 給 金 1,359,837,691 1,257,203,457 1,294,474,174 1,290,402,551 1,300,500,914

計 10,127,433,689 9,838,732,576 10,092,351,370 10,030,738,539 9,903,101,166

社会復帰促進等事業の状況

　　　  年　度
項　目

24 年度 25 年度 26 年度

人員・件数 金　　額 人員・件数 金　　額 人員・件数 金　　額

外科後処置利用 0 0 0 0 0 0

アフターケア実施 5,832 45,158,890 6,243 51,003,837 5,917 50,582,821

アフターケア
通 院 費 支 給 102 425,696 90 371,292 60 232,610

義肢等の支給・修理
及び採型指導料支給 41 3,121,908 53 8,581,901 23 4,123,574
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６．職 業 安 定 部 の 概 要

職業安定課
　公共職業安定機関による労働力の需給調整機能の推進、新規学卒者をはじめ
とする若者、女性等の雇用対策、失業者の生活及び雇用の安定や就職を促進す
るために雇用保険制度の適正な運営等を行っています。
職業対策課
　定年年齢の引き上げや高年齢者の再就職の援助等高年齢者雇用対策の総合的
な推進、障害者雇用率の達成指導や雇用の促進等障害者対策の積極的推進、外
国人労働者等特に配慮を必要とする人々への雇用対策、建設労働者の雇用改善
業務、各種助成金の支給等を行っています。
地方訓練受講者支援室
　求職者支援制度に関する業務及び認定職業訓練実施奨励金の支給業務、ジョ
ブ・カード制度の普及促進等が適正に運営されるよう相談・指導等を行ってい
ます。
需給調整事業室
　職業紹介事業・労働者派遣事業等の許可・届出受理をはじめ、これらの事業
が適正に運営されるように相談・指導・監督を行っています。

① 一般職業紹介状況
○求人の状況（パートを含む）
　平成 26 年度の新規求人数は 104,893 人で、前年度に比べ 230 人（0.2%）の増加となった。
　産業別に対前年度増減率をみると、情報通信業（5.9% 増）、運輸業 , 郵便業（0.8% 増）、卸売業 ,
小売業（7.3% 増）、宿泊業 , 飲食サービス業（6.0% 増）、生活関連サービス業 , 娯楽業 (0.4% 増）、
教育 , 学習支援業 (0.2% 増）などで増加となり、建設業 (13.2% 減）、製造業（2.6% 減）、学術研究 ,
専門・技術サービス業（7.9% 減）、医療 , 福祉 (0.1% 減 )、サービス業 (3.4% 減 ) などで減少となった。
　雇用形態別にみると、対前年度比で一般が 0.5% 増、パートが 0.1% の減少となっている。
　新規求人に占めるパート割合は、前年度を0.1ポイント下回る45.0%となり、産業別では卸売業,
小売業（61.3%）、宿泊業 , 飲食サービス業（71.9%）、生活関連サービス業 , 娯楽業（55.0%）、教育 ,
学習支援業（68.3%）で高い比率となっている。
　また、新規求人のうち正社員求人の割合は 32.9% と前年度に比べ 1.2 ポイント上昇し、34,484
人となった。

産　業　　　　　　　年　度 25 年度 26 年度 対前年度差
一般 パート 計 一般 パート 計 一般 パート 計

産

業

農 ， 林 ， 漁 業 194 233 427 189 233 422 ▲ 5 0 ▲ 5
鉱業，採石業，砂利採取業 50 4 54 49 4 53 ▲ 1 0 ▲ 1
建 設 業 5,455 636 6,091 4,791 495 5,286 ▲ 664 ▲ 141 ▲ 805
製 造 業 10,807 5,022 15,829 10,169 5,242 15,411 ▲ 638 220 ▲ 418
電気・ガス・熱供給・水道業 61 13 74 67 24 91 6 11 17
情 報 通 信 業 590 213 803 687 163 850 97 ▲ 50 47
運 輸 業， 郵 便 業 4,825 3,084 7,909 5,197 2,777 7,974 372 ▲ 307 65
卸 売 業， 小 売 業 4,358 7,926 12,284 5,099 8,086 13,185 741 160 901
金 融 業， 保 険 業 306 141 447 244 134 378 ▲ 62 ▲ 7 ▲ 69
不 動 産 業， 物 品 賃 貸 業 1,073 561 1,634 1,390 492 1,882 317 ▲ 69 248
学術研究，専門・技術サービス業 787 664 1,451 820 517 1,337 33 ▲ 147 ▲ 114
宿泊業，飲食サービス業 2,239 6,398 8,637 2,574 6,579 9,153 335 181 516
生活関連サービス業，娯楽業 2,122 2,457 4,579 2,067 2,531 4,598 ▲ 55 74 19
教 育， 学 習 支 援 業 369 768 1,137 361 778 1,139 ▲ 8 10 2
医 療 ， 福 祉 9,854 9,177 19,031 9,572 9,449 19,021 ▲ 282 272 ▲ 10
複 合 サ ー ビ ス 事 業 270 547 817 319 558 877 49 11 60
サービス業（他に分類されないもの） 9,447 5,694 15,141 9,394 5,232 14,626 ▲ 53 ▲ 462 ▲ 515
公 務 ・ そ の 他 4,616 3,702 8,318 4,709 3,901 8,610 93 199 292

合 計 57,423 47,240 104,663 57,698 47,195 104,893 275 ▲ 45 230
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○求職の状況（パートを含む）
　平成 26 年度の新規求職者は 71,128 人で、

対前年度比 9.0％の減少となった。雇用保

険受給資格決定件数は、前年度を 6.8％下

回る 17,860 件となり、新規求職者に対す

る比率は 25.1％で前年度より 0.6 ポイント

上昇した。

　パート求職者比率は、前年度より 1.7 ポ

イント上昇し 34.4％となった。
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　平成 26 年度の月間有効求職者数は、前年
度に比べ 36,139 人（月平均 3,012 人）減の
283,510 人（前年度 319,649 人）となった。
　雇用形態別では、一般求職者が前年度比
14.6％減の 183,427 人で、パート求職者は
4.6％減の 100,083 人となった。
　パート比率は 35.3％となり前年度より 2.5
ポイント上昇した。

○ 就 職 ・ 充 足 の 状 況
　平成 26 年度の就職者数は、一般が 14,879 人で前年度より 1,364 人、パートも 10,286 人で 1,304

人の減少となった。就職率は、一般では新規求職者、就職者数ともに減少したことで、前年

度より 1.0 ポイント上昇し 31.9％となった。また、パートにおいては新規求職者がわずかに

減少し、就職者数も減少したことで、前年度より 3.3 ポイント低下の 42.1％となった。

　充足数は、一般が 13,810 人で前年度より 1,029 人減少し、パートも 9,767 人で 1,163 人の減

少となった。充足率は、一般とパートの合計で前年度より 2.1 ポイント低下し 22.5％となった。
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高校
 22 年 3月 23 年 3月 24 年 3月 25 年 3月 26 年 3月 27 年 3月
求職者数 1,811 1,914 2,026 2,045 2,043 2,193
就職者数 1,767 1,876 1,970 2,021 2,028 2,176
求人数 2,036 1,977 2,066 2,135 2,263 2,833

新規学卒者取扱状況（高校）
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マザーズコーナーの職業紹介取扱い状況
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○求人倍率
　平成 26 年度の月間有効求人数（パートを含む月平均）は 23,176 人で、対前年度比 2.3％

（516 人）の増加となった。雇用形態別では、一般が 3.0％増の 12,831 人、パートが 1.4％増
の 10,345 人となった。一方、月間有効求職者数（パートを含む月平均）は 23,626 人で、対
前年度比 11.3％（3,011 人）の減少となった。このため、有効求人倍率は、前年度より 0.13
ポイント上昇し 0.98 倍となった。
　また、正社員の有効求人倍率は、前年度より 0.10 ポイント上昇の 0.52 倍となった。

② 新規学校卒業者の職業紹介状況
　平成 27 年３月新規学校卒業者の求職者数は、中学校が 10 人、高等学校等が 2,193 人となっ
た。
　中学校では、前年度より 2 人減少し、高
等学校等では、150 人増加した。
　就職者数（安定所、学校紹介によるもの）
は中学校が 6 人、高等学校等が 2,176 人と
なり、前年度に比べ中学校は 3 人減少し、
高等学校等では 148 人増加した。
　また、平成 26 年度の高等学校等の求人
数は、2,833 人で対前年度比 25.2％（570 人）
の増加となった。このため、求人倍率は、1.29
倍（前年度 1.11 倍）となり、前年度を 0.18
ポイント上回った。

③女性等（マザーズコーナー）の職業紹介状況
　平成 26 年度のマザーズコーナーの新規求
職者は、2,392 人と対前年度比 14.2％の減少
となった。
　有効求職者数は、6,206 人で対前年度比
1.0％の減少となった。コーナーでの相談件
数は 8,676 件で、紹介件数は 3,228 件と対前
年度比 20.8％の減少となり、就職件数は前
年度を 75 件下回る 1,004 件となった。
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障害者雇用状況報告書の集計結果（平成 26 年 6 月 1 日現在）
　滋賀県に本社を有する民間企業（50 人以
上規模）752 社の障害者の雇用者数は 2,370.5
人で、実雇用率は前年より 0.06 ポイント上
昇し 1.87％となった。
　また、法定雇用率（2.0％）達成企業数は
413 社で、達成企業の割合は 54.9％となり、
前年に比べ 3.1 ポイント上昇した。全国の
状況と比較すると、雇用率は 0.05 ポイント
上回り、雇用率達成企業割合でも 10.2 ポイント上回った。

④ 障害者の職業紹介等の状況
　平成 26 年度の新規求職者は 2,070
人で、前年度より 56 人の増加となっ
た。また、その内訳は、身体障害者
686 人、知的障害者 473 人、精神障害
者 771 人、その他障害者 140 人となっ
ている。
　就職件数は前年度を 42 件上回る過
去最高の 944 件で、その内訳は、身
体障害者 287 件、知的障害者 244 件、
精神障害者 366 件、その他障害者 47
件となっている。
　有効求職者の障害部位別登録状況では、「精神障害者」が 836 人と最も多く、次いで「知
的障害者」427 人、「下肢障害者」249 人、「心臓・腎臓等内部機能障害者」215 人、「上肢障
害者」159 人の順となっている。
　有効求職者のうち、重度障害者は 351 人で、前年同期に比べ 9.0％の増加となった。
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有効求職者の障害部位別登録状況 (27年 3月末現在）
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中高年齢者の職業紹介状況
（パートを除く）
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⑤ 中高年齢者の職業紹介等の状況
　平成 26 年度の中高年齢者（45 歳以上）

の新規求職者（パートを除く）は 14,278

人で対前年度比 9.2％の減少となった。

　有効求職者（パートを除く）は 61,498

人（ 月 平 均 5,125 人 ） で、 対 前 年 度 比

15.3％の減少となった。紹介件数（パート

を除く）は前年度を下回る 22,948 件（14.4％

減）となり、就職件数は前年度を上回る

4,396 件（7.7％減）となった。

　平成 26 年度の有効求職者（常用、パートを含む）
に占める中高年齢者の割合は、前年に比べ 0.9 ポ
イント上昇し 42.0％となった。

高年齢者雇用状況報告書の集計結果
（平成 26 年 6 月 1 日現在）
　31 人以上規模企業 1,257 社の高齢者 (60 歳以上 )
の常用労働者数は 17,129 人で雇用割合は 10.3％
となった。

　高年齢者雇用確保措置の導入状況をみると、1,257 社中 1,218 社 (96.9％ ) において、法律
上の義務年齢である 65 歳以上の定年、雇用継続制度導入等の措置を実施している。
　希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の割合については、平成 25 年４月１日、高年齢
雇用安定法が改正されたことにより 1,257 社中 884 社で 70.3％となり対前年比 3.7 ポイント
の増加となった。

有効求職者の年齢別構成（平成26年度）
（常用：パートを含む）
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⑥ 外国人等の雇用状況
　平成 26 年 10 月 31 日現在の外国人雇用状況報告集計結果によると、外国人労働者を雇
用している事業所数は 1,348 社で対前年同期比 103 社（8.3％）増加し、外国人労働者数は
11,895 人で対前年同期比 610 人（5.4％）の増加となった。

希望者全員が65歳以上まで働ける企業の割合（全国、滋賀とも平成26年）
（定年の定めの廃止　＋65歳以上定年　＋希望者全員65歳以上継続雇用）
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外国人雇用事業所数及び労働者数の推移

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600
人 社

26年度25年度24年度23年度22年度

外国人労働者数 (左軸 )

事業所数 (右軸 )

1,085

1,172 1,171

1,245

1,348
10,911

12,339

12,339
11,285

11,895

雇用調整助成金支給決定状況
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雇用保険適用事業所及び被保険者の推移
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特定求職者雇用開発助成金支給決定状況

特定求職者雇用開発助成金支給決定状況       

     千円  
 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 前年差 前年比
決定件数 966 1,245 1,282 1,412 1,691 279 19.8
決定額（千円） 349,479 460,713 488,361 508,780 614,328 105,548 20.7
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　在留資格別では、身分に基づく在留
資格が 8,467 人で全体の 71.2％を占め
最も多く、次いで技能実習 2,086 人、
専門的・技術的分野の 717 人、資格外
活動の 573 人、特定活動の 49 人の順
となっている。
　国籍別では、ブラジルが最も多く
5,170 人で全体の 43.5％を占め、次いで
中国（香港等を含む）2,784 人（23.4％）、
フィリピン 1,266 人（10.6%）　の順と
なっている。

　平成 26 年度の特定求職者雇用開発
助成金の支給決定件数は 1,691 件で、
支給決定金額は 6 億 1,432 万 8 千円と
なった。
　 前 年 度 に 比 べ、 件 数 で 296 件

（21.2％）、金額で 1 億 1,142 万円（22.2％）
の増加となった。

⑦ 雇用安定等給付金関係の状況
　平成 26 年度の雇用調整助成金（中
小企業緊急雇用安定助成金含む）の支
給決定件数は 132 件で、支給金額は
3,693 万 7 千円となった。
　 前 年 度 に 比 べ、 件 数 で 1,218 件

（90.2％）、金額で 4 億 6,926 万 2 千円
（92.7％）の減少となった。

⑧ 雇用保険業務取扱状況
　平成 27 年 3 月 31 日現在の雇用保険適
用事業所数は、前年同期を 125 事業所上
回る 19,990 事業所となり、被保険者数は
1.1％増の 357,060 人と 12 年連続の増加と
なった。
　産業別適用事業所数は、建設業 3,207
事業所、製造業 3,432 事業所、情報通信
業 227 事業所、運輸業 , 郵便業 681 事業所、
卸売業 , 小売業 3,135 事業所、宿泊業 ,
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資格取得・喪失状況
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高年齢雇用継続給付状況
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飲食サービス業 941 事業所、教育，学習支援業 334 事業所、医療，福祉 2,263 事業所、サー
ビス業が 2,092 事業所となっている。
　また、被保険者数は、建設業 15,217 人、製造業 141,784 人、情報通信業 3,749 人、運輸業 ,
郵便業 16,667 人、卸売業 , 小売業 43,906 人、宿泊業 , 飲食サービス業 7,611 人、教育，学習
支援業 6,614 人、医療，福祉 45,710 人、サービス業が 28,750 人となっている。

　平成 26 年度の雇用保険資格取得件数は
66,691 件で、資格喪失件数は 63,260 件とな
り、資格取得件数が喪失件数を上回った。
　資格取得件数は対前年度比 0.5％の減少
となり、喪失件数は同 0.7％の増加となっ
た。喪失件数のうち、事業主都合による
解雇件数は 4,475 件で前年度に比べ 311 件

（6.5％）の減少となった。

　雇用保険の給付状況（基本手当基本分＋
延長給付分）をみると、平成 26 年度の受
給者実人員は、対前年度比 15.3％減少し、
5,758 人（月平均）となった。
　給付額においても、対前年度比 17.4％減
少し、81 億 455 万円となった。

　就職促進給付の再就職手当・常用就職支度
手当の支給決定状況をみると、受給人員は前
年度比 13.6％減の 3,879 人となり、支給金額
では前年度比 14.6％減の 11 億 9,691 万円と
なった。

　雇用継続給付関係では、平成 26 年度の
高年齢雇用継続給付（基本給付）の受給者
実人員は、68,723 人、給付額 17 億 3,266 万
円で、育児休業給付（基本給付）の受給者
実人員は、26,455 人、給付額 31 億 468 万
円となり、いずれも前年を上回った。
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育児休業給付状況
（基本給付金）

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000
人 千円

基本給付金（金額）

基本給付金（実人員）

26年度25年度24年度23年度22年度

19,955
22,070
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26,455

1,642,579 2,265,865 2,429,984 2,616,856 3,104,683

※育児休業給付については平成 22 年の法改正
により、「育児休業基本給付金」と「育児休業
者職場復帰給付金」を統合し、「育児休業給付金」
として全額育児休業中に支給することとしたた
め、支給金額が増加している（平成 22 年４月
１日以降に育児休業を開始された方が対象）。

⑧ 労働者派遣事業所・職業紹介事業所の状況
　平成 27 年４月１日現在の労働者派遣事業所数は 939 事業所で内訳は、一般労働者派遣は

208（うち県外本社 70）、特定労働者派遣は 731（うち県外本社 57）となった。

　労働者派遣事業所数については、平成 16 年３月の労働者派遣法の改正で派遣対象業務が

拡大（製造業務等への派遣解禁）されたことや派遣期間を１年から３年へ延長されたこと

により平成 18 年以降、特に特定労働者派遣が急激に増加したが平成 21 年以降横ばいの状

態が続いている。平成 26 年度は新たな許可届出がある一方、実績のない事業所が事業を廃

止するケースもありほぼ前年同様となった。

　職業紹介事業所数は 202 事業所で内訳は、有料職業紹介 164（うち県外本社 58）、無料職
業紹介 12（うち県外本社 2）、特別の法人の無料職業紹介 26（うち県外本社 1）となった。

労働者派遣者事業数の推移（各年度の4月 1日現在）
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７．雇 用 均 等 室 の 概 要

雇用均等室
　雇用均等室では、労働者が性別により差別されることなく能力を発揮できる

雇用環境整備のために、男女雇用機会均等法の施行のための行政指導及び紛争

解決の援助の実施、男女労働者間に事実上生じている格差の解消を目指してポ

ジティブ・アクションの周知徹底や企業における女性の活躍推進を促進してい

ます。また、職場におけるセクシュアルハラスメント対策に取り組んでいます。

少子化が進む中、仕事と家庭生活の両立支援対策を充実するため、育児・介護

休業法に基づく指導、相談対応等により法の円滑な履行を図るとともに、次世

代育成支援対策推進法に基づき、事業主が一般事業主行動計画を策定・実施し、

「くるみん」「プラチナくるみん」として認定を受けることができるよう、指導・

啓発を行っています。パートタイム労働者が能力を発揮できる雇用環境の整備

を推進し、パートタイム労働法に基づく指導、事業所への取組の支援を行って

います。

① 女性労働の概況
　「国勢調査」（平成 22 年　以下同）によると、本県の女性雇用者数は 244,481 人となっており、
雇用者総数に占める女性の割合は 42.4％（全国 43.5％）となっている。
　女性の年齢階級別労働力率は、25 ～ 29 歳層 77.3％（全国 78.7％）、45 ～ 49 歳層 77.6％（全
国 75.8％）を左右のピークとし、30 ～ 34 歳層 65.4％（全国は 35 ～ 39 歳層 68.0％）を底と
するＭ字型カーブを描いている。平成 17 年よりも、25 ～ 29 歳層は 3.8 ポイント、30 ～ 34
歳層は 5.8 ポイント、35 ～ 39 歳層は 3.3 ポイント上昇したものの、依然、いわゆるＭ字の
谷は全国平均よりも深くなっている。

女性の年齢階級別労働力率の推移
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資料出所：総務省統計局「国勢調査」
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　「賃金構造基本統計調査」によると平成 26 年の女性一般労働者（短時間労働者を除く）
の平均年齢は 39.6 歳、平均勤続年数は 9.2 年、男性を 100 とした女性の賃金指数は 71.1 となっ
ている。

② 男女雇用機会均等対策の状況
平成 26 年度における男女雇用機会均等関係の相談件数は 386 件で、平成 25 年度の 254 件
から増加した。相談内容は、職場におけるセクシュアルハラスメントに関するものが最も
多く 87 件、次いで妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに関するものが 86 件であった。
男女雇用機会均等法第 17 条に基づく紛争解決の援助は 10 件であった。
第 29 条に基づく助言は 315 件で、うちセクシュアルハラスメントに関するものが 186 件と
最も多かった。

男女雇用機会均等法に基づく援助、調停、助言件数の推移（件）

事  項 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度
第 17 条に基づく紛争解決の援助 10 17 6

性差別禁止 0 2 0
妊娠等解雇・不利益 6 10 3
セクシュアルハラスメント 2 3 3
母性健康管理 2 2 0

第 18 条に基づく調停 0 0 0
第 29 条に基づく助言 315 236 27

③ 育児・介護休業制度の状況
　平成 26 年度における相談件数は、育児に関することが 516 件、介護に関することが 129
件と､ 前年度と比較してほぼ横ばいの相談件数である。
　育児に関することのうち、実際に問題が生じている労働者からの相談では､ 育児休業に
関するものが 61 件と最も多い。介護に関することについては、制度内容の問い合わせが多
く、うち介護休業制度に関することが 56 件と最も多かった。育児・介護休業法第 52 条の 4
に基づく紛争解決の援助は 11 件であった。
育児・介護休業法第 56 条に基づく助言は、育児に関することが 319 件、介護に関すること
が 195 件となっている。

男女雇用機会均等関係相談の内容別割合（平成26年度）
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配置・昇進・教育訓練・福利厚生等　1.0%

間接差別　3.9% ポジティブ・アクション　5.2%
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育児・介護休業関係相談件数の推移（件）

事　　　　　　項 
平成 26 年度

平成 25 年度 平成 24 年度
相談件数

うち問題が生
じている労働
者からの相談

育児に関すること 516 71 554 1050
育児休業 268 61 257 311
子の看護休暇 38 2 34 93
所定外労働制限 22 1 34 110
時間外労働制限 14 0 21 80
深夜業制限 16 1 25 71
勤務時間短縮等措置 112 2 122 242
その他 46 4 61 143

介護に関すること 129 4 121 506
介護休業 56 4 46 125
介護休暇 26 0 30 118
時間外労働制限 6 0 5 62
深夜業制限 7 0 7 56
勤務時間短縮等措置 22 0 20 90
その他 12 0 13 55

その他（職業家庭両立推進者） 1 0 0 0
計 646 75 675 1556

育児・介護休業法に基づく援助、調停、助言件数の推移（件）

事　項 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度
第 52 条の４に基づく紛争解決の援助 11 12 5
第 52 条の５に基づく調停 0 0 0
第 56 条に基づく助言 617 747 505

育児に関すること 319 366 337
介護に関すること 195 251 140
その他 103 130 28

④ 次世代育成支援対策の状況
　次世代育成支援対策推進法に基づく、「一般事業主行動計画」の策定について、平成 27
年 3 月 31 日現在の届出状況は、義務化されている規模 301 人以上企業で 100 社（100％）、
101 人以上 300 人以下企業で 300 社（99.7％）、努力義務の 100 人以下企業で 542 社となっ
ている。行動計画に定めた目標を達成するなど、一定の要件を満たした場合、「子育てサポー
ト企業」として「くるみん認定」を受けることができる。滋賀県内のくるみん認定企業は
34 社（平成 27 年３月時点）となっている。
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一般事業主行動計画策定届出等の状況（平成 27 年３月 31 日現在）
１　管内の状況

常時雇用労働者 301 人以上企業 100 社

常時雇用労働者 101 人以上 300 人以下企業 301 社

２　一般事業主行動計画策定届出提出状況

一般事業主行動計画策定届出提出企業 942 社

常時雇用労働者 301 人以上企業 100 社

常時雇用労働者 101 人以上 300 人以下企業 300 社

常時雇用労働者 100 人以下企業 542 社

３　設定企業数

認定を受けた企業数 34 社

常時雇用労働者 301 人以上企業 ８社

常時雇用労働者 101 人以上 300 人以下企業 10 社

常時雇用労働者 100 人以下企業 16 社

パートタイム労働法に基づく援助、調停、助言件数の推移（件）

事　項 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度
第 21 条に基づく紛争解決の援助 0 0 0
第 22 条に基づく調停 0 0 0
第 16 条に基づく助言 496 322 155

労働条件の文書交付等 84 81 41
就業規則の作成手続 46 0 0
差別的取扱いの禁止 0 0 0
賃金 88 32 35
教育訓練 4 0 0
福利厚生施設 0 0 0
通常の労働者への転換 158 147 74
待遇に関する説明 3 0 0
短時間雇用管理者 98 53 1
指針 15 9 4

⑤ パートタイム労働対策の状況
　平成 26 年度における相談件数は、239 件であった｡ パートタイム労働法第 16 条に基づく
助言は 496 件で、うち、通常の労働者への転換に関する助言が 158 件と最も多く､ 次いで
短時間雇用管理者の選任に関する助言が 98 件となっている。
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死亡災害報告による死亡者数。
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